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Ⅰ 問題と目的 

2007年 4月の学校教育法改正により、すべての

学校において特別支援教育が実施されることが規

定された。各学校においては、校長のリーダーシ

ップの下、特別支援教育コーディネーターの指名

及び校内委員会を設置し、全校的な支援体制を確

立し、組織的な対応が可能な体制づくりが求めら

れた（文部科学省，2007）。公立中学校においては、

基礎的な支援体制はほぼ整備され、今後は障害の

ある生徒一人一人に対する支援の「質」を一層充

実させることが課題であり（文部科学省，2014）、

校内委員会の運営について検討する必要がある。 

中学校は、不登校や非行への対応が優先され学

習上の困難等への対応は後景に退きやすいことや

表面にあらわれない問題行動には気づきにくくな

ること、思春期の難しさ等が先行研究から指摘さ

れている。このため、通常の学級担任は特別支援

教育の担い手としての自覚（安藤，2009）が必要

であり、生徒の困難の背景要因への気づきを促し、

通常の学級担任が特別支援教育の担い手として主

体的な取組ができるように支援する校内委員会の

運営が必要である。 

校内委員会の課題として、時間の確保や調整が

難しい（赤嶺・緒方，2009；三宅・横川・吉利，

2008）、見通しをもった運営ができない（下無敷・

池本，2008）等が報告されている。文部科学省（2014）

の調査では、校内委員会の役割である実態把握の

実施や支援方策の検討状況、開催回数が報告され

ているが、校内委員会が通常の学級担任とどのよ

うに連携し、特別な教育的支援が必要な生徒の支

援・指導につなげているのかといった運営の実態

については明らかになっていない。 

また、特別支援教育コーディネーターの多くが

校内委員会の運営よりも通常の学級担任への個別

支援を役割として重視している（三宅ら，2008）

という報告もあり、通常の学級担任に対し、生徒

の困難の背景要因への気づきを促し、主体的な取

組を支援する校内委員会の運営が行われていない

ことが推察される。 

特別支援教育コーディネーターの困難や悩みが

多数報告されている（松本，2012；宮木・柴田・

木舩，2010）中で、特別支援教育コーディネータ

ーは校内体制づくりをどのように考え、取り組ん

できたのか、特別支援教育コーディネーターの考

えに着目した研究は見当たらない。 

以上により、本研究は、中学校の特別支援教育

の校内体制づくりのあり方について検討するため

に、研究１では、校内委員会の整備状況及び通常

の学級担任との連携の実態を明らかにすること、

研究２では、特別支援教育コーディネーターの校

内体制づくりに対する考え、校内体制づくりの困

難、特別支援教育コーディネーターへの支援を明

らかにすることを目的とする。 

Ⅱ 方法 

１ 研究１ 

１）対象及び調査方法・期間  

調査可能と回答があった北信越地方の中学校

156 校の特別支援教育コーディネーター156 名を

対象に、郵送による質問紙調査を 2014 年 8 月上

旬～9月中旬に実施した。 

２）調査項目 

予備調査を経て確定した質問項目について回答

を求めた。 

①フェイスシート（選択式及び記述式） 

②校内委員会の整備状況の実態を明らかにする質 

問項目（選択式） 

③校内委員会と通常の学級担任との連携の実態を 

明らかにする質問項目（選択式） 

④中学校特別支援教育の校内体制づくりや校内委 

員会の運営に対する特別支援教育コーディネー 



 

 

ターの考えを明らかにする質問項目（自由記述） 

３）分析の方法 

校内委員会の整備状況、通常の学級担任との連

携について、選択回答数を集計した。 

２ 研究２ 

１）対象及び調査方法・期間 

 コーディネーターの経験年数が長い特別支援教

育コーディネーターを対象とする。コーディネー

ター歴 4年以上の新潟県内の中学校特別支援教育

コーディネーター7 名を対象に、2014 年 7 月～9

月に半構造化面接を実施した。小中学校の特別支

援教育コーディネーターの指名回数は 3回以下が

約 70％を占めている（猪股，2012）ことから、コ

ーディネーター歴 4年以上を経験年数が長いと判

断した。 

２）調査内容 

①特別支援教育コーディネーター初任期及び現在

の校内体制づくりに対する考え、校内体制づく

りの困難、特別支援教育コーディネーターへの

支援について 

②今後の校内体制づくりへの展望 

３）分析の方法 

佐藤（2008）の定性的コーディングの手法を参

考にして分析を行った。面接内容の逐語録から、

語りの意味内容（何を語っているのか）をオープ

ンコーディングし、次にそれらの複数のオープン

コードに共通するより抽象度の高い概念に置き換

えていく焦点的コーディングを行い、概念を抽出

した。校内体制づくりに対する初任期と現在の考

えについては、概念同士の関係を図に表した。 

３ 研究倫理に関する事項 

 本研究を実施するにあたり、対象となる学校の

校長と教師からの研究協力の承諾及び、学内の研

究倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

Ⅲ 結果及び考察 

１ 研究１ 

調査可能と回答があった 156校の特別支援教育 

コーディネーター156名のうち、136名から回答 

が得られた。回収率は、87.2％であった。そのう 

ち 132名を有効回答とした。 

 

表１ 校内委員会に常に参加するメンバー 

（複数回答）（N=128） 
カテゴリー 度数 ％ 
特別支援教育コーディネーター  
教頭 
校長 
養護教諭 
学年主任   
特別支援学級担任   
生徒指導主事   
教務主任 
教育相談部主任 
通常の学級担任    
特別支援教育部主任 
スクールカウンセラー 
学年の特別支援教育担当 
適応・不登校対応部主任 
通級指導教室の担当    
学習部主任 
その他 

119 
107 
93 
85 
82 
81 
79 
64 
36 
31 
29 
20 
18 
14 
8 

  2 
  20 

93.0 
83.6 
72.7 
66.4 
64.1 
63.3 
61.7 
50.0 
28.1 
24.2 
22.7 
15.6 
14.1 
10.9 
6.3 
1.6 
15.6 

         ※校内委員会を開催しないと回答した 4 校を除く。 
 

校内委員会の整備状況について、約 60％の学校 

で校内委員会の定期的開催が行われていた。しか

し、そのうち、予め時間割表や週予定表に組み込

まれている学校は約 60％、開催頻度も約 40％が

学期に 1度で、校内委員会の整備が十分でないこ

とが窺えた。通常の学級担任が校内委員会に常に

参加する学校は 24.2％と少ないが、学年主任が参

加する学校は 64.1％と過半数を占めていること

から（表１）、学年部を通した通常の学級担任と

の連携が行われているのではないかと推察される。

特別支援教育コーディネーターの役割を遂行する

ための時間的配慮については、「配慮されていな

い」が 65.9％であった。 

校内委員会と通常の学級担任との連携の実態に 

ついては、まず、通常の学級に在籍する生徒の特 

別な教育的支援が必要かどうかの判断は、通常の 

学級担任や学年部で多く行われていた。また、通 

常の学級担任が校内委員会に参加して具体的な支 

援や指導の方策について話し合う機会がある学校 

は 62.1％で、その際の参加メンバーとしては学年 

主任が過半数を占めた。通常の学級担任が校内委 

員会に参加して具体的な支援や指導の方策につい 

て話し合う機会がない学校では、学年部で多く話 

し合われていた（表２）。一方で、学年部や校内 

委員会の課題として、生徒の困難に対する気づき 

や理解の学級担任差が挙げられた。 

 以上により、中学校の校内体制づくりにおいて 

は、①学年部を通した通常の学級担任との連携、 

 



 

 
表２ 校内委員会以外で通常の学級担任が参加して話し

合う体制（複数回答）（N=43） 
カテゴリー 度数   ％ 
学年部 
校内研修 
生徒指導部 
特別支援教育部 
適応・不登校対応部 
教育相談部 
その他 

31 
10 
9 
7 
3 
3 
9 

72.1 
23.3 
20.9 
16.3 
7.0 
7.0 

20.9 

 

②通常の学級担任の生徒の困難に対する気づきや 

理解の差、以上２つの課題があると考えられる。 

２ 研究２ 

初任期は、≪特別支援教育コーディネーターと

しての役割意識の不足≫から≪形式的な体制づく

り≫を考えているが、現在（表３）は、≪すべて

の教育活動の基盤は特別支援教育≫という考えが

特別支援教育コーディネーター自身の根底にある

ことが窺えた。そして、≪生徒のニーズに応じた

支援の充実≫や≪安心できる学校づくり≫を実現

するために、≪学級担任の主体性≫≪学年部中心

≫≪校内委員会の機能化の工夫≫の３つの視点を

重視していた。３つの視点には、≪特別支援教育

コーディネーターの役割意識≫が影響していると

考えられた。 

≪学級担任の主体性≫については、≪学級担任

の主体性≫のために、学級担任に応じた支援や生

徒の困難に目を向けるような支援等の＜学級担任

支援＞といった≪特別支援教育コーディネーター

の役割意識≫をもっていた。安藤・丹野・佐々木・

城戸・田丸・山田（2009）は、通常の学級に在籍

する障害がある生徒の教科学習の困難さに対する

教師の背景要因に対する気づきには差異があるこ

とから、気づきの実態に応じた支援方略を構築し

ていく必要性を述べている。中学校における学級

担任支援においても、通常の学級担任の生徒の困

難の背景要因に対する気づきの実態に応じた支援

を行うことで、特別支援教育の担い手としての自

覚（安藤,2009）と、主体的な取組を促していく 

ことが必要であると考えられる。 

≪学年部中心≫については、中学校は学年部中 

心に話し合ったり対応したりすることから校内体 

制づくりの視点として考えている様子が窺えた。 

≪学年部中心≫の体制にすることで≪学級担任の 

表３ 「校内体制づくりに対する現在の考え」に関する概

念とオープンコード 
概念 オープンコード 

学級担任の主体
性 

学級担任が生徒の困難を理解する 
学級担任を中心とした連携 
学級担任が主体としての意識をもつ 

学年部中心 中学校は学年部中心 
校内委員会の機
能化の工夫 

校内委員会の話し合いの工夫 
情報の集約・発信 
明確な基準の作成 
校内委員会の時間の確保 
組織の再編 

 他の校務分掌組織との連携 
特別支援教育コ
ーディネーター
の役割意識 

学級担任支援 
学校の課題を把握 
学年部の動きの把握・働き掛け 
つなげる・つながる 
情報の集約・発信の工夫 
専門性を身に付ける 
教師への啓発活動 
保護者への啓発活動 
小学校・高校との連携 

管理職への交渉 他の校務分掌組織への参加を希望 
校内委員会のメンバー・再編の要請 
特別支援教育コーディネーターの専任を
希望 

生徒のニーズに
応じた支援の充
実 

ニーズに応じた支援 
見過ごされている生徒への目配り 

安心できる学校
づくり 

安心して必要な支援を受けることができ
る雰囲気づくり 
全教師が生徒のことを理解する 
周囲の生徒が特別支援教育を理解する 

すべての教育活
動の基盤は特別
支援教育 

教育活動のベースは特別支援教育 
特別支援教育は学校の課題と結びつけて
考える 

 

主体性≫に繋げようとしている様子が窺え、＜学

年部の動きの把握・働き掛け＞といった≪特別支

援教育コーディネーターの役割意識≫をもってい

た。下無敷・池本（2008）は、学校の実情に合わ

せて小委員会等機動性の高い組織を活用すること

が重要であると述べている。中学校において、校

内委員会の小委員会として学年部を活用し、通常

の学級担任との連携を図っていくことが現実的で

はないかと考えられる。 

≪校内委員会の機能化の工夫≫については、＜

校内委員会の話し合いの工夫＞＜情報の集約・発

信＞＜明確な基準の作成＞＜校内委員会の時間の

確保＞＜組織の再編＞＜他の校務分掌組織との連

携＞といった校内委員会を機能化させるための工

夫が行われている段階であることが窺えた。 

また、≪学年部中心≫を意図し、学年部と校内

委員会の連携を図るために、＜校内委員会のメン 

バー・再編の要請＞といった≪管理職への交渉≫ 

を行っていた。他にも、特別支援教育コーディネ 

ーターは役割が遂行できるように多くの≪管理職 



 

 
表４ 「特別支援教育コーディネーターへの現在の支援」 

に関する概念とオープンコード 

 

への交渉≫を行いながら、特別支援教育コーディ 

ネーターとしての役割を遂行していた。今後の展

望でも、≪特別支援教育コーディネーターの新た

な役割理解≫が語られ、校内だけではなく、中学

校の特別支援教育全体のことを考え、自身に何が

できるのかという考えをもっていた。 

 校内体制づくりの困難については、初任期に比

べて増加し、困難同士も関連し複雑化しているこ

とが窺えた。特別支援教育コーディネーターへの

支援については、初任期は＜生徒との出会い＞＜

小規模であったこと＞等の≪偶発的な支援≫が多

く語られたのに対し、現在は≪校内外からの人的

支援≫が多く語られ、校内外の人的支援を活用し

ながら校内体制づくりを行っている様子が窺えた。

さらに、＜特別支援教育コーディネーターを支え

る校内外からの人的支援＞＜特別支援教育コーデ

ィネーターに対する地位・立場の保障＞＜体制整

備のための人的・物的支援＞といった≪ほしい支

援≫の語りが多く見られた。 

Ⅳ 総合考察 

研究１、研究２の両研究の結果から、中学校特

別支援教育の校内体制づくりのあり方について、

以下の視座を得た。 

１つ目は、教科担任制である中学校の体制づく

りにおいても、小学校同様、通常の学級担任の主

体性が重要な視点であること。 

２つ目は、通常の学級担任の主体性を促すため

に、校内委員会の整備を進めるとともに、学年部

の活用を行っていくこと。 

３つ目は、学年部が通常の学級担任の主体性を

促す機能がもてるよう、校内委員会と学年部の連

携を図っていくこと。 

そして、特別支援教育コーディネーターは、こ

れらを意図した、学年部への働き掛け、校内委員

会の整備及び運営、通常の学級担任支援等の役割

を果たしていくことが重要である。 

また、こういった重要な役割を担う特別支援教

育コーディネーターに対する支援の必要性が示唆

された。中学校特別支援教育の校内体制づくりを

行うためには、中学校の特徴である部活動や授業

時数等の時間的配慮とともに、特別支援教育コー

ディネーターを支える人的支援を喫緊に行う必要

があることを指摘しておきたい。 
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概念 オープンコード 
既存の組織の仕
組み 

校内委員会の情報共有の仕組み 
特別支援関連部会・研修の時間の確保 

校内外からの人
的支援 

市の相談員からの助言 
市教委への相談 
前任校の特別支援教育コーディネーター
への相談 
通級指導教室の先生への相談・助言 
特別支援学級担任等への相談 
スクールカウンセラーへの相談 
管理職の協力 

特別支援教育コ
ーディネーター
への配慮 

特別支援教育コーディネーターに対する
時間的配慮 

特別支援学校の
経験 

特別支援学校の経験 

ほしい支援 特別支援教育コーディネーターを支える
校内外からの人的支援 
特別支援教育コーディネーターに対する
地位・立場の保障 
体制整備のための人的・物的支援 


